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図表 6 JCIA BIGDrにおける機能メニューと機能の概要 

機能メニュー 機能概要 

① 有害性情報 DB 官公庁等が公開し、国内に点在する代表的な有害性情報データベース の
一括検索機能。 

② 安全性要約書閲覧 ICCA のホームページに掲載されている会員企業の作成した安全性要約
書へのリンクを掲載。 

③ 安全性要約書自動作成
ツール 

ECETOC TRA Toolを用いたリスク評価から安全性要約書（GSS）の作
成までを支援する安全性要約書自動作成ツール“GSSMaker”の提供。 

④ 資料集 リスク評価や安全性要約書の作成・登録等に関する日化協セミナー資料等

を掲載。 

⑤ リンク集 有害性情報の情報源や、ばく露評価、リスク評価等に関する各種情報源へ

のリンクを掲載。 

⑥ ヘルプ リスク評価や安全性要約書の作成・登録等に関するユーザーの質問や要望

を受付。 
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【取組の結果又は進捗状況】※以下は例です。他にも掲載すべき情報があればご教示ください。 

本プロジェクトにおける現在までの取組の進捗・経緯は以下のとおりである。 

 

① JIPSの勉強会（日化協より指導）開催、その後 企画戦略WG結成 

② サプライチェーン各段階におけるリスク評価・管理実施にむけての実態調査とあるべ

き姿の具体化 

③ 実現のための具体的仕組みの検討 

④ 実施計画作成、実行 

 ・ 指針の作成 （サプライチェーンを通しての化学物質リスク評価事例を添付） 

 ・ 教育・啓発活動（指針＋リスク管理方法） 

 ・ SCRUM-ITツールの仕様検討（インフラ整備要件) 
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(2) 日本石鹸洗剤工業会 

―日本石鹸洗剤工業会― 
① 自主的な環境モニタリング [日本石鹸洗剤工業会] 
 

【取組の概要】 

日本石鹸洗剤工業会では代表的な 4種の界面活性剤（LAS、AE、AO、DADMAC）*1 及

びエステル 4級塩について環境モニタリングを実施している。 

 

【取組の結果と進捗状況】 

洗剤成分の曝露評価の課題に対して、1998年から継続的な取り組みを続けている。関東

および関西の 4河川*2で、年 4回の濃度測定による環境モニタリングを実施しており、1998

年度から 2012年度までの過去 15年間の測定結果に基づき、人健康及び生態リスクについ

ての考察を行い、環境への影響に問題のないレベルであることを確認している（②で後述）。 

また、主に柔軟仕上げ剤に配合されているエステル 4 級塩（カチオン界面活性剤）の微

量分析法を開発し、2014 年 3 月に公表したエステル 4 級塩のリスク評価結果（②で後述）

において、本分析手法も活用している。 
 
*1 LAS： 直鎖アルキルベンゼンスルホン酸ナトリウム 

AE： ポリオキシエチレンアルキルエーテル 
AO： アルキルジメチルアミンオキシド  
DADMAC： ジアルキルジメチルアンモニウムクロリド 

 
*2 多摩川、荒川、江戸川、淀川の 4 河川 7ヶ所。 
家庭排水が流入する可能性が比較的大きいと考えられる代表的な都市周辺河川である。 

 

 

② リスク評価 [日本石鹸洗剤工業会] 
 

【取組の概要】 

日本石鹸洗剤工業会は、河川水中の界面活性剤の濃度測定データからリスク評価を行な

って、ヒトの健康や生態系への影響について問題がないことを確認している。 

 

【取組の結果又は進捗状況】 

日本石鹸洗剤工業会では洗剤に関連する物質についてリスク評価を行い、その結果をホ

ームページ上で公表している。最近の一例を図表 1等に示す。公表の場は、工業会のホー

ムページに留まらず、学会発表や LASに関する詳細な生態系リスク結果のように学術雑誌

への論文発表も行なっている。 

・蛍光増白剤のヒト健康影響と環境影響に関するリスク評価の結果について（2007年 10

月） 

・アミンオキシドのヒト健康影響と環境影響に関するリスク評価の結果について（2010

年 5月） 
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・直

 水

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポリオキシエ

するリスク評

エステル 4級

年 3月） 

直鎖アルキル

水環境学会誌

https://ww

図表

エチレンアル

評価の結果に

級塩のヒト健

ルベンゼンス

誌、Vol. 33,

ww.jstage.js

表 10 日本

ルキルエーテ

について（2

健康影響と環

スルホン酸塩

No. 1 p.1-1

st.go.jp/artic

本石鹸洗剤工
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テル硫酸塩
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環境影響に関
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10, 2010 

cle/jswe/33/

工業会の作成

（AES）のヒ

月） 

関するリスク

水圏生態リス

/1/33_1_1/_a

したリスク評

ヒト健康影響

ク評価の結果

ク評価 

article/-char

評価結果の冊

響と環境影響

果について（

r/ja/ 

冊子 

響に関

（2014
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③ GPS Chemicals Portal でのリスク評価の公開 [日本石鹸洗剤工業会] 
 

【取組の概要】 

化学業界では、国際化学工業協会協議会（ICCA）が中心となり、レスポンシブル・ケ

ア（RC）活動とグローバルプロダクト戦略（GPS）を積極的に推進している。GPSとは、

各企業が自社の化学製品を対象にリスク評価を行い、リスクベースでの適正な管理を実

施すると共に、その安全性、リスクと管理方法に関する情報を社会一般に公開すること

を通じて、サプライチェーン全体で化学品のリスクを最小限にしようという自主的取組

みである。 

日本化学工業協会では GPSの日本版である JIPS（Japan Initiative of Product 

Stewardship）を推進しており、リスク評価結果を「GPS/JIPS 安全性要約書」のかたち

でまとめ、ICCA のサイト「GPS Chemicals Portal」にアップロードすることによって、

社会一般に情報公開している。 

 日本石鹸洗剤工業会においては、リスク評価結果を CAS.NO.ベースで 11件、社会一

般に公開している。 

 

【取組の結果又は進捗状況】 

日本石鹸洗剤工業会では以下の表に示す物質のリスク評価書を、GPS Chemicals 

Portal にアップロードしている。 

 

図表 11 日本石鹸洗剤工業会が GPS Chemicals Portalにアップロードした物質 
 CAS No. 物質名 

蛍光増白剤 16090-02-1 Benzenesulfonic acid, 
2,2'-(1,2-ethenediyl)bis[5-[[4-(4-morpholinyl)-6-(phenylamino)-1,3,5
-triazin-2-yl]amino]-, disodium salt 

27344-41-8 Benzenesulfonic acid, 
2,2'-([1,1'-biphenyl]-4,4'-diyldi-2,1-ethenediyl)bis-, disodium salt 

アミンオキシド 2605-79-0 1-Decanamine, N,N-dimethyl-, N-oxide 
1643-20-5 1-Dodecanamine, N,N-dimethyl-, N-oxide 
3332-27-2 1-Tetradecanamine, N,N-dimethyl-, N-oxide 
7128-91-8 1-Hexadecanamine, N,N-dimethyl-, N-oxide 
70592-80-2 Amines, C10-16-alkyldimethyl, N-oxides 
61788-90-7 Amines, coco alkyldimethyl, N-oxides 

ポリオキシエチ

レンアルキルエ

ーテル硫酸塩 

3088-31-1 Ethanol, 2-[2-(dodecyloxy)ethoxy]-, hydrogen sulfate, sodium salt 
91648-56-5 Ethanol, 2-(2-ethoxyethoxy)-, 2''-[(C12-15-branched and linear 

alkyl)oxy] derivs., hydrogen sulfates, sodium salts 

 

 

④ 国際的な情報発信 [日本石鹸洗剤工業会] 

【取組の概要】 

日本石鹸洗剤工業会の国際的な取組として、前述の「③GPS/JIPS安全性要約書の作成・

公開」の他、学術分野での情報発信・情報交換も挙げられる。2012年の SETAC Asia/Pacific 

学会（国際環境化学および環境毒性学会 アジア太平洋大会）にてセッションを企画し、専
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(3) 電気・電子 4団体 

―電気・電子 4団体― 
① 事業所化学物質管理キーパーソンの育成の推進 [電機・電子４団体] 
 

【取組の概要】 

電機・電子４団体では、化学物質に対する複雑かつグローバルな規制の下で化学物質を

使用するためには、事業リスク管理上必要な管理水準の維持・向上と、それを担う人材の

確保が急務との認識の下、化学物質に関わる事業所リスクを管理できる人材「事業所化学

物質管理キーパーソン」の育成を推進している。 

 

【取組の結果と進捗状況】 

これまで電機・電子業界のニーズに合った管理体制と人材育成のあり方を検討し、育成

プログラムについて 3年をかけてとりまとめ、2013年に発行した。そして、企業活動にお

けるより一層の環境リスク低減のため、それぞれの職種において必要とされる環境スキル

を整理・策定した育成プログラムの共有を図り、化学物質管理者の人材育成を推進してい

る。 

 

② 事業所リスク分析及び各国化学物質関連法規制の調査・分析 [電機・電子

４団体] 
 

【取組の概要】 

電機・電子４団体では、グローバルな化学物質規制の強化に伴い、会員の生産拠点が置

かれている各国の化学物質関連法規制の調査・分析を進めている。また、2014 年度は、そ

れらの成果を踏まえ本邦側での遵法管理ツール開発に取り組んでいる。 

 

【取組の結果と進捗状況】 

会員企業の事業リスク管理に寄与するための遵法管理ツールとして、国内事業所におい

て化学物質に関連する法的要求事項への対応に伴うリスクならびに事故事例の収集・分析

を行い、経験的判断のみに頼らないリスク管理レベルチェックリストの開発を進めている

ところである。 
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(7) 日本労働組合総連合会 

―日本労働組合総連合会― 
① シックハウス症候群のメカニズム解明への取組 [日本労働組合総連合会] 
 

取組の概要】 

日本労働組合総連合会の化学エネルギー構成組織である JEC 連合(日本化学エネルギー産業

労働組合連合会)が、NPO 法人「健康・省エネ住宅を推進する国民会議」の母体構成メンバ

ーの一団体として、医療従事者等と協力しシックハウス症候群のメカニズム解明に向けた

取組を実施してきた。近年では断熱効果が持つ健康への貢献について専門家に取る疫学調

査等も行い住宅機能の重要さを啓発している。またシンポジウムを開き業界団体、官公庁

へ向けて得られた情報等を発信している。 

【取組の結果又は進捗状況】 

JEC 連合は、シックハウス症候群に関する情報・意見交換会として「健康・省エネ住宅を

推進する国民会議」が主体となって開かれている「健康・省エネシンポジウム」に、主要

団体として関与しており、業界団体・官公庁との意見交換を積極的に図っている(尚、シン

ポジウムで扱うテーマには省エネも含まれており、近年は省エネ関連のテーマが多い)。 

前身となる組織まで含めると、2000 年から現在までシックハウス症候群関連の情報や、

それらの温度影響の派生分野である住宅関連材料、窓のサッシ等に関する研究報告会を毎

年定期的にシンポジウムとして開催している。下記に直近の開催実績及び開催予定日程を

掲載する。 

図表 1 直近の健康・省エネシンポジウムの開催実績・予定 

 

 

  

2014年10月18日 群馬シンポジウム 2014年11月24日 福島シンポジウム
2014年10月19日 大阪シンポジウム 2014年11月29日 愛媛シンポジウム
2014年10月24日 北海道シンポジウム 2014年12月4日 静岡シンポジウム
2014年10月25日 福井シンポジウム 2014年12月6日 宮城シンポジウム
2014年10月29日 福岡シンポジウム 2014年12月10日 徳島シンポジウム
2014年11月1日 山口シンポジウム 2014年12月12日 三重シンポジウム
2014年11月2日 香川シンポジウム 2014年12月14日 岐阜シンポジウム
2014年11月3日 熊本シンポジウム 2014年12月17日 東京シンポジウム
2014年11月5日 栃木シンポジウム 2014年12月27日 富山シンポジウム
2014年11月8日 石川シンポジウム 2015年1月14日 奈良シンポジウム
2014年11月9日 関西学研シンポジウム 2015年1月29日 長野シンポジウム
2014年11月12日 千葉シンポジウム 2015年1月31日 愛知シンポジウム
2014年11月15日 茨城シンポジウム 2015年2月1日 佐賀シンポジウム
2014年11月16日 新潟シンポジウム 2015年2月7日 兵庫シンポジウム
2014年11月19日 埼玉シンポジウム 2015年2月14日 長崎シンポジウム
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②  臨海コンビナートの地震・津波対策に関する取組 [日本労働組合総連合会]
 

【取組の概要】 

日本労働組合総連合会は、国土交通省、経済産業省を中心に設置された地震津波対策会

議にＪＥＣ連合として委員を送り意見を表明している。 

 

【取組の結果又は進捗状況】 

平成 24年 6月に開催された第 2回コンビナートにおける地震・津波対策会議において、

JEC 連合としては、臨海コンビナートの地震・津波に関する対策・意見を下記に示す通り

6 つにまとめて提言した。さらに、緊急対応や救援活動の強力な拠点が東京等の大都市圏、

それも湾岸等に整備されることがコンビナート災害を極力小さなダメージに限定するため

の切り札と考えており、とくに航空、水上両面での活動を各段にレベルアップすることが

大都市圏での初期防災にとっては不可欠であると主張している。 

 

図表 2 臨海コンビナートの地震・津波対策に関する 6つの提言 

１：臨海コンビナートで働く労働者の安全を地震・津波等の災害から守る、これを原点に関

連する対策を関係各位に求めていきたい。護岸や地盤以外にも例えば、緊急事態の際に避

難の道路や橋梁等の確保も切実な課題となっている。 

２：原子力発電所の事故を例に出すまでもなく、一度コンビナートにおいて重大な事態が発

生すると事業継続は極めて困難となり、関連する雇用にも全国的な影響が懸念される。こ

うした事態が起きないよう事前の対応が緊要となっている。  

３：コンビナートは企業や製品の壁を超えた地域の結合組織であり、防災においても面とし

て備えを講じておかなければ、個々の事業者の対策が十分に生かし切れず、全体としての

安全確保に綻びが生じかねない。  

４：昨年の東日本大震災以降、様々な地震等の災害が想定されているが、課題の本質からみ

て中長期で取り組むべき性格が強い。一時的な対策・対応に終わるべきものではない。防

災体制の強化は当該産業の基盤をより強固なものにすることにつながる。 

５：一方で、防災、被害の最小化という観点からは必要度の高いものを優先的に実行する観

点が不可欠と思われる。消火・救助活動等の緊急対応や物流確保またインフラ拠点の維持

等、公共性の高い分野に関連した対策が当面の主題と考えられる。 

６：国・自治体・企業には担う役割を明確にして関連する対策の円滑な実施を求めたい。前

提としては「危機感の共有」がある。国民、住民の不安、心配に対し真摯に向かい合い、

当事者として当面する対策、将来的な計画を明確にし、着実に実行していくことが肝要で

ある。労働組合としても工場内、企業内そして地域において、このような取り組みを強め

ていく考えである。 
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③ 国際法規制への対応・国際交流 [日本労働組合総連合会] 

【取組の概要】 

日本労働組合総連合会の化学エネルギー構成組織である JEC 連合は、海外法規制の労働組

合としての対策や、海外の労働組合の化学物質管理に関する取組等を視察する目的で、欧

米との国際交流に積極的に取り組んでいる。その理由はＥＵ等の国際レベルでの制度や規

制がデファクトスタンダードとしてわが国の産業活動を制約するものとなり、労働組合と

しても自らの雇用や労働条件に何らかの影響を予測し得るからである。 

 

【取組の結果又は進捗状況】 

JEC 連合は REACH が適用される以前から情報収集し、国内の労働組合としてどのように取り

組む必要があるのか、どのような問題点があるのか等を調査してきた。2006 年の REACH 対

応の際は、化学総連産業対策委員会、JEC 連合化学部会、並びに JEC 総研(JEC 連合の一部

局)が連携して「化学・産業政策委員会」を組織し、海外(特に欧州、中でもドイツ)の視察

に積極的に取り組んできた。 

視察ごとに内容は異なり、現地の労働組合との情報交換にとどまらず、欧州の大手化学

メーカーや日本メーカーの欧州拠点等の民間の労働組合との情報交換、拠点工場の現場視

察等の活動を実施している。とくに、ドイツの化学エネルギー鉱山労組（ＩＧＢＣＥ）と

は定期交流を国際組織（インダストリアルオール：ＩＡ）を通して毎年実施している。 

地球温暖化、労働安全衛生、化学物質管理等広汎な意見交流や政策調整を図っている。 

リスクに基づく化学品管理の分野では日独両労組が連携できた分かりやすい事例ともなっ

ている。 

        

 


